
 

業  種 自動車（バス） 

取組分野 自然災害（台風） 

テ ― マ 過去の教訓から学んだ自然災害時への備え（訓練） 

取組の狙い 過去に被災した経験（路線バス車両の浸水被災）から教訓を学び、台風

接近時の事前準備を強化・継続し、被害を最小限に抑える。 

具体的内容 両備ホールディングス株式会社（平成 16 年当時は両備バス株式会社）

では、平成 16（2004）年 8 月、台風 16 号の接近と大潮の満潮が重なった

影響で、海岸から 700 メートル内陸に位置する営業所の全事業用バス車両

が浸水被害を受け、4 割近くのバス車両が廃車となった教訓から、バス車

両の退避場所の設定、防潮板の設置、電源確保のための工夫を凝らしてい

る。 

 

（１）被災から復旧まで 

① 台風接近前 

それまでの経験から、台風の接近による道路の通行止めや停留所標識

などへの被害は想定しており、あわせて風雨被害を避けるために資産価

値の高いノンステップバスなどから順に有蓋車庫へ待避させていた。 

 

② 台風接近 

  しかし、台風が接近した 23 時頃より、想定外の浸水が始まり、瞬く

間に人の腰付近にまで水位が上昇したことで車両の退避も出来ず、大き

な損害を被ることとなった（全 47 車両中、修理復旧 30 車両、廃車 17
車両）。 

 

  

③ 台風通過 

【車両の修理】 

 台風通過後、いち早く運行を再開させるために、全国のグループ会社

の整備担当社員を招集し、また協力会社からも多大な応援を得ながら、

車両の修理作業が進められた。 

 

 しかし、エンジン内部にまで海水が入ったことによるエンジンオイル

の抜き替えや、電気系統と冷房エンジン（サブエンジン駆動式冷房装置）

当時の被災状況 



 

の腐食が進んでいたことなどから、修理に 2 ヶ月間を要し、さらに電気

系統の故障対応は 1 年間にも及んだ。 

 

【バスの運行】 

 「お客様第一」による経営トップ指示のもと、他営業所とグループ会

社の貸切バス車両を当路線の運行に充当することを決定。被災初日は全

便運休としたが、翌日より日曜ダイヤでの路線バス運行とスクールバス

の運行を開始し、運行率 81％を確保した。 

 被災から 2 週間後には運行率 90％、1 ヶ月後には全線で通常ダイヤ運

行を再開した。 

 

（２）被災により明らかになった事実 

① 台風接近と大潮期間の満潮が重なり、近隣の港で観測以来最も高い潮 

 位を記録するなど、過去に経験したことがない高潮であった。 

② 当時は、自治体などのハザードマップが余り普及しておらず、過去の

経験に頼り過ぎ、気象庁が発表する高潮警報などの諸警報を過小に捉え

ていた。 

③ 車両が待避した有蓋車庫は、その後、低地であることが判明した。 

④ 深く反省すべき点として、営業所内の燃料インタンク※へも海水が流

入していることに気付くのが遅れたため、給油後の車両が度々停車する

などの故障に見舞われたことも挙げられる。 

  ※消防法の改正により、地下インタンクを FRP 素材の新しいタンク

に改修した。また、タンクの改修にあわせて給油設備も刷新し、ロ

ーリーからの注油口・地下タンクは内外の圧力に耐久したものにな

り、海水の流入を防止できる設備となった。 

 想定を大きく超える災害からいかに被害を最小限に抑えるか、日頃から

備えておくことの重要性を痛感した。 

 

（３）その後の対応 

① 台風の接近が予想される場合は、経営トップから、海岸に近いグルー

プ会社の全営業所に対して早めの車両退避を指示。 

② 退避場所として、有事を想定して高台に 2 ヶ所設定。 

③ 近年、頻発・激甚化している台風などの接近時には、車両を退避場所

へ移動させている（ここ 2～3 年で数回の退避を実行）。 

④ 当該営業所では、全ての出入口に防潮板を設置し、また、営業所内の

運行管理システムや PC などは、速やかに高い位置へ移動できる体制を

整え、電源のコンセントを天井に設置することで有事の場合も電源が確

保できるようにしている。 



 

    

 

 

（４）対応に苦慮した点・今後の課題 

① 被災後、全営業所で、車両数に応じた退避場所を選定するにあたり、 

候補地を挙げることに時間を要したが、最終的には、各関係者より快い

回答を頂戴し、高台で崖崩れのない公共施設や私有地を選定した。 

② 車両退避時には、当時の被災を経験した社員が率先し円滑に行動でき 

ているが、今後は、被災の経験を風化させないことが課題である。 
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取組の効果 今のところ、退避場所への車両の移動が幸いにも空振りとなっている

が、営業所の全社員が、それも実動訓練と捉えており、回数が増すごとに、

短時間で効率よく退避できるようになり、連携も強化されるなどブラシュ

アップが図られている。また、車両退避完了の報告の際には、経営トップ

が必ず慰労の念を伝えている。 
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